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20世紀初頭の東三省における開市開港と門戸開放政策
閻　　　　　立
Open Ports in Manchuria and Open-Door Policy 
in the Early 20th Century
YAN Li
 The early 20th century was a time wrought with changes for Late Qing diplomatic 
policy development. The United States announcement of the Open Door Policy in 1899 
and 1900 ‒ part of attempts to gain access to the China market under the auspices of 
access to trade equality ‒ and the announcement of the Anglo ‒ Japanese alliance, an 
agreement concluded in 1902 which applied considerable pressure on Russia, which at 
the time occupied Manchuria, were but two examples of a new era characterized by 
increasing complexity in the structure of international relations involving the major 
powers of both East and West. At the same time, an attempt at substantial politi-
cal reform was carried out in China, whereby the Oﬃ  ce of General Aﬀ airs （Zongli 
Yamen） was replaced by the new Ministry of Foreign Aﬀ airs （Waiwubu） in 1901. 
The diplomacy function abolished by the Boxer Rebellion not only re-emerged, but 
became a central point of complexity in this period of the Late Qing.
 Diplomacy during this period has been described as “conciliatory” and “lacking 
independence.” This paper details the initial history of the self-opened ports in Man-
churia, speciﬁ cally examining the negotiation of the Sino-Japanese Commercial Treaty 
and the Sino-American Commercial Treaty. It then analyzes the ﬁ nal decision to open 
the ports in Manchuria within the context of relations between Russia, Japan, and the 
United States. The paper seeks to identify diplomatic possibilities and looks at the 
limitations thereto during the Late Qing period, suggesting a complexity beyond the 
simplistic categorizations or school of thought noted above.
キーワード：清末外交（Late Qing Diplomatic Policy）、自開（self-opened）、約開（treaty-
opened）、門戸開放（Open Door Policy）、外務部（the Foreign oﬃ  ce）、
東三省（Manchuria）
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はじめに
　従来の清末外交史研究では、清末外交は「弱国無外交」という前提で、妥協的、受身的、投
降主義的というレッテルをはられている。確かに不平等条約の締結、巨額の賠償金、租借地の
割譲などによって清末外交の弱体化は散々暴露されていたが、清末外交の主体性が完全に喪失
したわけではない。
　20世紀初頭は、清末外交にとって変化に富んだ時期であった。アメリカは1899年と1900年の
二回にわたって門戸開放政策を宣告し、中国市場に入り込もうとした。そして、1902年に日英
同盟が締結され、新たな国際関係も形成されつつあった。国内では、戊戌変法の延長として政
治改革が行われ、1901年に総理衙門は外務部へ改名され、義和団事件によって分散された外交
機能は再び中央に戻ってきた。
　本論文は、上述した20世紀初頭に焦点をあて、東三省における開市開港をめぐる対外交渉を
主題に、清朝の官僚や外交担当者の外交の可能性と限界を解明することを目的とする。本稿を
通じて、清末外交の実態を究明し、「弱国無外交」の言説を克服したい。
1 　「自開商埠」について
　1842年の南京条約によって上海など五か所港が開港され、その後、天津条約（1858年）、北
京条約（1860年）、下関条約（1895年）などの一連の不平等条約の結果、開港場は40か所にな
った。外国人はそこで領事裁判権などの特権をもち、清朝の主権は開港場には及ばなかった。
さらに日清戦争以後、中国の「瓜分」とも言うべき事態が進行した。列強は租借地や鉄道・鉱
山の利権などの獲得を争い、清朝にとって主権喪失の危機が深刻化しつつあった。また、日清
戦争の巨額の賠償金は清朝の財政難を表面化させたため、列強の借款供与をうけながら、新し
い財源対策を考えねばならない状況に直面したのである。
　このような苦境を打開するため、清朝政府は自発的に開港場を設置しようと図った。1898年
3 月24日に総理衙門が「餉源を確保するためには開港場を増設するしかない」という理由で、
湖南省の岳州、福建省の三都澳の開港を上奏し1）、二日後、直隷省の秦王島（秦皇島）を追加し、
当日朝廷に批准された2）。この三つの場所はかつて列強が開港を要請した場所でもあった。これ
がいわゆる「自開商埠」（以下「　」を省略）の始まりである。
 1） 中央研究院近代史研究所档案館、01‒20‒039‒01‒001「添開岳州三都澳商埠事」
 2） 同上、01‒20‒039‒01‒002「添開秦皇島等商埠事」
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　それまでの列強との間で締結した条約に基づいて開港された開港場、つまり「約開商埠」（以
下「　」を省略）と比較して、総理衙門は自開の特徴について「自開商埠は約開商埠と異なり、
その自主の権利はまだ残っており、分離されていない」ことを強調した3）。また、具体的な管理
の方法について、「開港場の工部局は相手国単位に設立するのではなく、一か所だけにすべきで
ある。その工部局に省より管理者が配置され、開港場の税務司とともに開港場の事務を行う。
華人と洋人との間で訴訟が起こった場合、立会い尋問の役所を設け、その章程を規定するべき
である。これによって公平に訴訟できる。このようなやり方ならば権利を十分に明らかするこ
とができよう」と説明した4）。つまり、自開商埠では居住する外国人が清朝の警察権、司法権、
税務権により処置され、すべての管理権は清朝政府により所有された。
　当時、維新派の康有為らも自開商埠の設置を勧め5）、8 月10日に光緒帝は戊戌変法の盛り上が
りの中、「欧州の通例によって、各国は開港場を占有しない。今海禁を解き、列強は周辺で窺っ
ている。商業発展のため、他人の狙いを打ち消すために多くの開港場を開くほかない。（中略）
沿岸、沿海、沿辺地域の各将軍、総督、巡撫は急いで各省の状況を調べる。地理的に重要な商
業の中枢で開市開港をさせられるところがあれば、すぐ総理衙門に相談し、調査を行う。ただ
内容を詳しく決め、利益を均霑し権利を守るために租界を設立してはならない」という上諭を
下した6）。要するに、清朝にとって自開商埠は単に経済対策のみにとどまるものではなく、列強
の更なる狙いに対する防御策でもあった。
　自開の上奏が批准されてから、総理衙門は各国の公使に「商務を拡大するために、岳州、三
都澳、秦皇島を開港する」ことを照会した7）。清朝の自開政策に対し、列強の反応は多様であっ
た。例えば1898年 5 月のイギリスの新聞は「外国人が上海および長江付近の利権を狙うことを
避けるためである。目下、中国の経済状況は苦境に陥っているので、商務を広げるほかない。
これによって自強のもとになる」8）、「湖南省に開港場を設置することには利益がある。確実に中
国の商務に益があり損はないだろう」と評価した9）。一方、7月に日本の新聞では「中国の北方
の貿易は元々天津が中枢であるため、各地の商人は主にここに集まっている。秦王島は開港さ
 3） 同上、03‒17‒001‒01‒006「秦皇島開設商埠事應妥議善法以伸自主之權由」
 4） 同上
 5） 茅海建『従甲午到戊戌：康有為《我史》鑒注』生活・読書・新知三聯書店、2009年、277-288頁。『戊戌
変法的另面：“張之洞档案”閲讀筆記』上海古籍出版社、2014年、489‒503頁。
 6） 朱寿朋編『光緒朝東華録』巻146、16頁
 7） 前掲 1、03‒17‒001‒01‒001「湖南岳州福建三都澳直隷秦皇島等処添開通商口岸由」
 8） 『時務報』光緒24年 4月11日、「中国新開通商口岸三処」、「呉淞口開設通商口岸」
 9） 同上、光緒24年 5月 1日、「論湖南開通商埠」
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れてもおそらくすぐに繁栄とはならないだろう」という分析があった10）。列強は自開商埠の目的
を明白に把握し、場所によって経済効果にばらつきが出ると予測した。
　上述した三つの自開商埠が正式に稼働したのは戊戌変法の失敗後であり、三都澳は1899年 4
月、岳州は同年11月、秦皇島は義和団事件の影響で1901年末に開港された11）。
　19世紀末期、清朝は財政難と列強による「瓜分」の危機に直面し、それを乗り切るために、
戊戌変法の直前に自開商埠の方針を定めた。つまり、自開商埠の設置は、主権の維持と商務の
拡大という二重の目的を持っていた。清朝は1842年から半世紀も経てはじめて自ら対外に開放
し、経済問題を解決することを期待すると同時に、列強に対して清朝の主権をアピールしよう
とした。清政府が自開を行った一年後、アメリカの門戸開放政策が登場した。
2 　門戸開放政策について
　1898年に米西戦争に勝利してフィリピンを獲得したアメリカは、「中国が分割されるとわれわ
れは市場を失う」という焦りを感じたことから12）、中国市場への割り込みを図ったように思われ
る。1899年 9 月 6 日、アメリカのジョン・ヘイ（John Milton Hay）国務長官は、通商上の門
戸開放・機会均等を主張した通牒をイギリス、ドイツ、ロシアに出した。同じ通牒は、11月に
日本、イタリア、フランスに送られた。
　その要旨は、当時中国において拡大しつつあった勢力圏および租借地について、関係国の既
得権に干渉する意図はないとしつつ、勢力圏等の中においても、通商上の門戸開放・機会均等
―具体的にはいかなる国の商品に対しても関税や運賃において差別的な取扱いをしないこと
―を求めるというものであった。これに対して、列強の反応はあいまいであった。大部分の
国は多くの留保をつけ、かつ、他国が同意する範囲において賛成すると述べただけであった。
　1900年 7 月 3 日、ヘイの二度目の通牒が送られた。そこでヘイは、義和団事件の拡大に懸念
を表明しつつ、従来の門戸開放・機会均等のみならず、中国の領土的行政的統一を維持し、中
国との通商上均等かつ公平な貿易の原則を保護することがアメリカの政策であると述べた。こ
の門戸開放政策には、中国への進出を目的としつつ、同時に、列強の侵食に対して中国を保護
しようとする姿勢が存在していた。すなわち、第一次通牒は専ら通商上の門戸開放のみを主張
10） 同上、光緒24年 5月 1日、「中国新開口岸秦王島形勢」
11） 同時期にこの三港のほかに、呉淞も自開商埠として開港させようとしたが、経費の関係で正式に開港で
きなかった。詳細は楊天宏『口岸開放與社会変革―近代中国自開商埠研究』（中華書局、2002年）63‒66
頁を参照。
12） 『North China Herald （北華捷報）』1899年 3月27日
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していたのに対し、第二次通牒では中国の領土・行政上の保全が同じ重要さをもって強調され
ていた。この二回目の通牒に好意的であったのがイギリスと日本であり、ロシアは消極的であ
った。特に日本にとって、ロシアによる満洲進出は最も恐れた事態であったので、日本は門戸
政策に最も協力的であった13）。
　アメリカ側の通牒は二回とも清朝政府に通告されなかった。しかも、二回目は義和団事件の
最中であったため、清朝の政府や官僚の直接の反応は明確ではなかった。一方、康有維と梁啟
超を中心とする維新派の意見は、彼らの新聞である『清議報』に反映された。1900年 1 月31日
の「支那之開放」という記事は、門戸開放政策について「中国全土を開放し、各国の商業は中
国の領土のどこでも行われる。この政策がもし確実に実行されたら、南方におけるフランスの
狙い、中央地域におけるドイツの計画、北方におけるロシアの野心はすべて水の泡になる」と
政策の役割を分析しながら、「列強の対中国政策は二つあり、一つは分割で、一つは保全であ
る。分割と聞くと心配し、保全と聞くと喜ぶ。多数の中国人は同じ感情をもっている。しかし、
二千万平方キロメートルの土地、四億の人は、まるで強い人の手の中の卵のようだ。列強が存
続させたければ存続でき、消滅させたければ消滅する。自ら存亡の方法を求めず、他人に任せ
て存亡させるのは何と恥ずかしいことか」と政府や国民に保全の意味に対する警戒を呼びかけ
た14）。また 5月の記事では、「アメリカは中国に全力を尽くして商業の利益を収めようとし、中
国はこの政策のもとで利益を得るだろう」と、経済面におけるメリットを述べている15）。さらに
6月に同紙には、門戸開放の第一次通牒の主な内容が掲載された16）。『清議報』の記事は主に維
新派の主張に限定されているが、アメリカの門戸開放政策に対してかなり関心は示されていた。
つまり、維新派の立場から見れば、領土の保全や商業の発展の面においてメリットがあるが、
保全の実質については疑いをもっていた。
　清朝の自開はアメリカの門戸開放政策より約一年早く打ち出され、両者とも、商業の発展お
よび「瓜分」の危機から逃れることに目的があった。しかし、門戸開放政策は最初から清政府
に通告されなかったことは、清朝保全の意味合いを示唆していた。
3 　張之洞の東三省開放の提案
　1858年の中英天津条約によって盛京省の牛庄は開港すると規定されたが、牛庄の入海口が浅
13） 日本と門戸開放政策については、北岡伸一『門戸開放政策と日本』（東京大学出版会、2015年）が詳しい。
14） 『清議報』第34冊、光緒26年正月 1日、「支那之開放」
15） 同上、第45冊、光緒26年 4月21日、「美国対中国政策」
16） 同上、第47冊、光緒26年 5月11日、「美国開放中国門戸策」
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いため、のちに営口と入れかえられた。以後、東三省では営口 1か所のみが開港場として存続
した。三国干渉後、1898年 3 月にロシアは旅順、大連を租借し、東三省での勢力を強めた。そ
して、1900年の義和団事件の際、ロシアは東三省のほぼ全域を占領し、そのまま居座るに至っ
た。以後、ロシアの撤兵をめぐって清露の間で長い交渉が行われた。
　1901年 1 月、義和団事件後西安で蒙塵していた清朝政府は、駐露公使楊儒を全権大臣に任命
し、ロシアと撤兵の交渉を開始した。ロシア側は 2月に撤兵の草案を提出したが、それによれ
ば東三省はすべてロシアの管轄範囲になるため、清朝側は強く反対した。そして 3月12日に、
ロシア側はその修正案を楊儒に渡し、3月26日までに調印しなければ占領地域を還付しないと
迫った17）。
　この撤兵条約の調印をめぐって清朝内部では意見が分かれていた。義和団事件後、各国と議
和条約を協議する慶親王奕䎬と李鴻章は、協議に影響を与えないようにするため、ロシアに少
し譲歩をして早く調印しようとする姿勢を示した。それは日清戦争以後、李鴻章が実施してき
た「親露」路線であった。一方、義和団事件の際、列強の支持をうけて「東南互保」を実現し
た湖広総督張之洞と両江総督劉坤一は、調印すれば各国がロシアを真似る恐れがあるため、調
印に反対した。特に張之洞は、他の列強を利用し、ロシアを牽制することを強く勧め、「中国に
とってわずかな希望はただ各国によるロシアを牽制することである」と主張した18）。
　調印期限が迫る中、張之洞は 3月19日に軍機処に対し、まずイギリス、日本、アメリカ、ド
イツに依頼して調印の延期をロシアに勧告してもらい、そして、その交換条件として東三省全
土を開放するという応急策を提案するため、次のように述べた。
中国が各国に利益を与えなければ、各国は助けることに尽力してくれない。我が国と各国
に大きな利益をもたらすために、東三省をすべて開放する方法しかない。各国に門を開き、
随意に通商させる。すべての鉱務、工商、居住などの利益は各国に共同で享受してもらう。
我々はその税金を手に入れる。西洋はこれを開門通商と言っている。密かにイギリス、日
本、アメリカ、ドイツ各国と連絡し、もし確実に我々を助けてくれるならば、その見返り
として東三省を開放する。（中略）東三省を開放することは、満洲を永遠に保全するための
上策である。ロシアにいくら脅迫されても、必ず行わなければならない19）。
17） この時期における清露交渉について、中国社会科学院近代史研究所近代史資料編輯組編『楊儒庚辛存稿』
（中国人民出版社、1980年）を参照。
18） 趙徳馨主編『張之洞全集・四』「臚陳俄約効尤六害致西安行在軍機処」、武漢出版社、2008年、502頁
19） 同上、「勉籌抵制俄約応急三策致西安行在軍機処」、503頁
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　ロシア以外の列強の力でロシアを牽制し、調印延期の目的を果たし、その見返りとして列強
に東三省開放の利益を与えるという考えは、従来の「以夷制夷」の外交策略であると指摘され
ていた20）。しかし、ここでは、単に牽制だけではなく、張之洞は「西洋はこれを開門通商と言っ
ている」と強調し、利益誘導を利用して、各国に呼びかけようとした。彼は東三省を保全する
前提として、自ら開放するしかないと考え、この東三省の開放の提案と上述した門戸開放政策
が客観的に一致しているので、列強がロシアに調印延期の助言をしてくれると期待していた。
　この応急策はすぐ両江総督劉坤一などに賛成され、張、劉は連名で上奏し、東三省開放の提
案を各国に提示しようとした。清朝政府は、彼らの提案に従って、イギリスや日本などに駐在
する清国公使に、ロシアに知らせないように密かに各国の外交担当の部署と相談し調印延期の
調停をしてもらい、そのかわりに「東三省が還付されたあと、中国は各国と東三省の通商章程
を協議する。鉱山、鉄道、工業、商業などを興し、各国に利益を均霑させる」ことを各国に説
明するよう命令した21）。つまり、清朝政府は東三省全土を自ら開放することに反対はしなかった
のである。
　しかし、清の試みに対し、各国はそれほど強い反応を示さなかった。清の駐英公使がイギリ
スの外務大臣に意見を求めた際、「何レ内閣会議ノ上ニテ、英国政府ノ回答ヲ為スヘシ」と答え
ただけで、あまり関心を示さなかった22）。日本の加藤高明外務大臣は張之洞の提案について「実
際価値ナカルヘシ」と判断した23）。また、門戸開放を唱えているアメリカは「充分各国ノ協力ヲ
得ルノ見込ナクシテ、決行スルトキハ満足ノ成果ヲ収メスシテ、空シク露ノ感情ヲ害スルニ至
ルコトヲ憂フルモノ」と、各国の協力を主張した24）。つまり各国は、延期のみではロシアの東三
省独占の野心を根本的には止められないので、延期の調停をしてもそれなりの利益を獲得する
ことは保証できないと判断したのであろう。このため、日本の外務大臣は率直に「実際価値ナ
カルヘシ」と述べたのである。その後、全権大臣楊儒が病気にかかったことなどの事情もあり、
清露間の交渉は一旦中止となった。そこで、清朝政府は張之洞の東三省の開放案をそのまま放
置した。
　一方、劉坤一と張之洞は、引き続き東三省開放の件を、駐上海日本総領事小田切万寿之助と
20） 李国祁『張之洞的外交政策』中央研究院近代史研究所、1970年、298頁
21） 朱寿朋編『光緒朝東華録』巻166、 2頁
22） 『日本外交文書』第34巻、「二一二　露清協約調印延期ニ関シ在英清国公使ヨリ英国政府へ斡旋依頼ノ件」、
258頁
23） 同上、「二〇八　満洲協約修正案調印延期ト其ノ拒絶トノ区別劉坤一及ビ張之洞ニ説明方訓令ノ件」、254
頁
24） 同上、「二一六　満洲協約修正案調印拒絶ノ対清勧告ニ付国務卿ト会見報告ノ件」、265頁
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協議し、再度各国への打診を依頼した。 5月に列強の間でしばらく議論されたが、結局、意見
は統一できなかった。イギリスは、東三省の開放よりもむしろ天津条約を守るほうが時局に変
動を及ぼすことなく、より利益があると判断した。アメリカは、専ら東三省を開放するよりも
全国的に通商をしたほうがロシアにとって異議を述べにくいという意見があり、門戸開放政策
を全国的に推進しようとした。日本は清朝が独力で東三省を開港する腹案がないかぎり、むし
ろしばらくこれを見合わせ、時局の発展を待とうという姿勢であった25）。清露の撤兵交渉の結果
がまだ不確かであるので、各国はロシアとの正面衝突を避けて、しばらく静観する態度をとっ
ていた。結局、列強の利益関係が一致しない場合、門戸開放政策は機能することができなかっ
た。それは張之洞の東三省の開放案に影響を与えた。
　しかし、張之洞はあきらめずに、7月に清政府に再び次のような提案をした。目下列強と義
和団善後条約を協議する機会を利用し、ロシアの撤兵条約を各国に公議させると同時に、各国
に東三省が還付されてから開放することを通告すべきと述べている26）。つまり、3月頃と同様に、
先に列強に東三省開放を宣告し、ロシアの撤兵条件は各国の協議で決めてもらう方針であった。
その提案を受けて、清朝政府は今現在が撤兵協議の再開に適当な時期であると認め、「各国の公
使に照会し、撤兵条約の内容を公議してもらう」と、李鴻章と奕䎬に指示をし、また「もし各
国と東三省での通商を約束し、互いに牽制する利益を得ることができるならば、根本なところ
は守られ、全体的な状況も安定するであろう」と張之洞の提案に賛成した27）。要するに清朝政府
は、 3月頃に引き続き東三省開放案を支持していた。
　その後、清露協議が再開されたが、ロシアは他国の介入を警戒したため、李鴻章と奕䎬は各
国に公議させずにロシアとの協議を続けた。清露交渉が秘密に行われていることを知り、10月
6 日に張之洞と劉坤一は再び上奏し、東三省の開放と各国の公議の重要性を強調した28）。しかし、
清朝政府の態度は突然変わり、各国の公議によってロシアの怒りを買い、東三省はより大きな
災難を被る恐れがあり、もし挽回できない状況になった場合、各国は公論を述べるが、清朝の
ために出兵しロシアを阻止してくれることは絶対にないと判断し、さらに、東三省はまだ還付
されていないので、いま各国に開放を宣告するのは「空言」であると指摘した29）。
　清政府の態度が一変した理由はいくつか考えられる。まず、9月 7日に辛丑条約がすでに調
25） 同上、「二八七　満洲開放ノ問題見合セタル次第通報ノ件」、376頁。又、前掲18、「日本総領事来電」、280頁
26） 前掲18、「応籍各国公議令俄撤兵致西安行在軍機処」、516頁
27） 前掲21、巻167、18頁
28） 前掲18、「俄約要盟貽害請将東三省開門通商摺」、42頁
29） 中国第一歴史档案館編『光緒宣統両朝上諭档』第27冊、広西師範大学出版社、1996年、189頁
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印され、清朝の体制は従来通り維持できたため、列強との関係は少しずつ回復しつつあった。
清政府としてはこの安定状態を維持することが最も重要であり、ロシアの撤兵条約の公議によ
って再び混乱を起こしたくなかったであろう。また、イギリスと日本の急接近によってロシア
に圧力がかかったため、ロシアは撤兵条約の内容についてかなり譲歩し、清露協議は急速に進
んだ。清朝政府にとっては、各国の公議によってまた協議が中断され、状況が複雑になる恐れ
があった。
　もう一つの理由は、辛丑条約に従って総理衙門が廃止され、外交の専門機構である外務部が
創設され、慶親王奕䎬がその総理大臣に任命されたことである。「東南互保」と「西安蒙塵」に
よって分散した清朝の外交の中心がまた北京へ戻りつつあったため、張之洞と劉坤一などの意
見は抑えられたのであろう。こうして 3月より張之洞が提案した東三省開放案はそのまま廃案
となってしまったのである。
　11月に李鴻章が病死したため、対露交渉の担当は、外務部の会辦大臣王文韶に変わった。ま
た、袁世凱が直隷総督兼北洋通商大臣の職に任命された。ロシア側から見れば、清朝政府の中
で親露勢力は弱まっていた。1902年 1 月30日に日英同盟が締結され、清露交渉に大きな影響を
与えたが、4月に一年以上続いた清露交渉はようやく決着した。締結された交収東三省条約に
よれば、ロシアは半年ごとに 3期で、合計 1年半で撤兵を完了し、すなわち1903年10月 8 日に
ロシアは東三省から完全に撤兵することになった。しかし、条約の第二款に、撤兵条件として
「変乱がなければ、また他国の動きが牽制しなければ」と規定されている30）。当初清朝側はこの
条件に反対したが、ロシア側は王文韶に 2万両の賄賂を支払い、この撤兵条件を条約に記入さ
せた31）。これでロシアの撤兵問題は一旦解決できた。
　張之洞が提案した東三省の開放案が門戸開放政策と一致するにもかかわらず、列強の利益と
一致せず、協力を得られなかったのである。イギリスは、東三省で新たな利益を獲得するより
も天津条約で規定された利益を守る姿勢を示し、また日本との同盟関係によってロシアを牽制
できると考えていた。アメリカにとって、東三省を独占しようとするロシアは門戸開放政策と
対立するが、個別的にロシアとの衝突を避け、中国全土の開放を主張した。そして、そもそも
列強間では、張之洞のこういった牽制する外交手段に疑問がもたれていた。日本の加藤高明外
務大臣は「元来張之洞ヲ始メトシ清国当路者ハ自ラ責任アル地位ニ立ツコトヲ避ケ、常ニ他国
ヲシテ代ツテ表面ニ立チ、清国ノ為メニ問題解決ノ任ニ当ラシメントスルカ如キ習弊有之、前
30） 田濤編『清朝条約全集』第貳巻、黒竜江人民出版社、1999年、1147頁
31） 羅曼諾夫著、民耿訳『帝俄侵略満洲史』商務印書館、1937年、274頁
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記張之洞来電ノ如キハ、最モ其好例ニシテ、殆ント列国ヲ傀儡視スルモノト云フモ不可ナキノ
観ヲ免レス候」と批判し32）、東三省開放案の自主性の欠如を指摘した。
　張之洞の東三省開放案は、結局清朝内外での協力を得られなかったため、廃案となった。清
朝政府は 3月から 7月まで東三省の開放案に賛成していたが、各国の非協力的な態度を見てそ
の案に不信感をもち、また清朝にとっては安定状態に戻ることが最も強い関心事であったため、
この関心事と対立する場合、東三省の開放に対して、直ちに無責任な「空言」と譴責し、開放
案を棚上げることにしたのである。
4 　日中改定通商条約と東三省の開市開港
　1901年 9 月に調印された辛丑条約には、開港場の増設についての規定はなかったが、第11款
に、従来の通商行船各条約の中の改訂すべき箇所について、清朝は各国と改訂交渉すべきと規
定されている。そこで1902年 1 月から、清朝はイギリスと英中天津条約の改訂交渉を行い、6
月からは日本、アメリカと改訂通商条約の交渉を行った。清朝側の商約大臣は呂海寰と盛宣懐、
督辦商約大臣は両江総督の劉坤一であり、三つの交渉は上海で行われた。しかし、上海で協議
を行う商約大臣は調印の権限を持っておらず、協議の内容は最後に北京の外務部に承認されて
から、外務部より上奏し、正式に調印の権限を吕、盛二人に授与するという流れであった。つ
まり、商約大臣に任せるだけではなく、外務部はその内容の承諾に直接に関与していた33）。
　従来、英中、日中、米中改訂通商条約の重要性については様々な角度から論じられてきた34）。
この小論では日中、米中改訂通商条約の中で、東三省の開市開港に関する部分に焦点をあてて
論じたい。
　1902年 6 月に始まった日清交渉の日本側の代表は駐上海総領事小田切万寿之助と駐清公使館
一等書記官日置益であった。日本側が提出した草案の第 5条に
32） 前掲22、第34巻、「二八〇　満洲開放問題張之洞来電ニ関シ説示ノ件」、365頁
33） 黄嘉謨編『中美関係史　光緒朝五』「外務部致美使康格照会」光緒28年 2月16日、中央研究院近代史研究
所、1990年、3110頁
34） 清朝の財政と関わりがある「裁釐加税」（釐金を廃止し、輸出入関税を増額）の条目の規定を中心とする
飯島渉の以下の研究があげられる。「一九〇三年中日改定通商条約の締結について―『マッケイ条約体制』
と中国」（『人文研究』第44巻第12号、1992年）、同「『裁釐加税』問題と清末中国財政―一九〇二年中英
マッケイ条約の歴史的位置―」（『史学雑誌』第102巻第11号、1993年）を参照。中美通商行船続定条約の
締結過程を全体的に論じた研究として崔志海「試論中美『通商行船続定条約』」（『近代史研究』2001年第 5
期）がある。不平等条約改定の側面からの論じたものとして、拙稿「20世紀初頭中国における不平等条約
改正への始動と対外交渉」（『大阪経大論集』第66巻第 2号、2015年）を参照。
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清国政府ハ本書調印日ヨリ六ケ月以内ニ、直隷省北京府、盛京省奉天府、盛京省大東溝、
湖南省長沙府、湖南省常徳府、江西省南昌府、江西省湖口、安徽省安慶府、広東省恵州府、
江蘇省蘆渓港、四川省成都府、四川省叙州府、浙江省衢州府ヲ開港又ハ開市トナスヘシ35）。
と、全部で13か所の開市開港を要求している。特に盛京省の奉天府、大東溝の開市開港の規定
は東三省へ進出しようとする日本の意図が示されている。上述のように、1901年 3 月に張之洞
の提案を「実際価値ナカルヘシ」とした日本は、日英同盟の締結によって、ロシアとの対立に
ついて自信を得たとみられる。
　開港場の増設について、外務部は各国と交渉する前に「以前総理衙門が上奏し、すでに実施
した前例があるので、中国が自ら開港することをはっきりと説明するべき」という方針を決め
た36）。つまり、外務部は最初から自開と決めたのである。そこで商約大臣の呂海寰と盛宣懐は、
日本側に対して「各省の開港の名目は自開とする」と強調した37）。
　そして、外務部は 7月に「開港場をたくさん開くと損があって得がない。自開とするにして
も商務に適合するかどうかによって判断するべきである。北京以外のところはまず調べてから
決めよう」と、自開にしても開港場の数をできれば抑えたい意向を示した38）。
　そこで、8月の第二回の会談で清朝代表は、東三省の開市開港について「奉天府大東溝ヲ通
商場トナスコトハ自身等ノ希望スル所ナリ、但シ、露国撤兵以前ニ此事知レ渡ル時ハ、満洲ノ
交還ニ影響スル所ナキヤ、大ニ顧慮ヲ要スル所ナリ」と述べた39）。清朝代表は東三省の開港につ
いて「自身等ノ希望スル所ナリ」と述べ、反対はしなかったが、ロシアの撤兵と関係があるの
で、大いに考慮する必要があるという懸念を示した。
　一方、9月24日に東三省の開市開港について張之洞は「奉天と大東溝を急いで開港場にする
のは最も上策である。各国の商務によって、他人を牽制し、根本を保護する方策である。急い
で実行したほうがよい」と述べている40）。張之洞はあいかわらず東三省の開市開港によって、各
国の力でロシアを牽制しようと考えていた。しかし、こうすれば自開ではなく条約に従う開港
となるが、張之洞はそれについては追及しなかった。張之洞からみれば、とりあえずロシアを
35） 前掲22、第35巻、「一二七日清通商航海追加条約案文ニ関スル件」、289頁
36） 『清季外交史料（光緒朝）』巻150、「外部致盛宣懐馬凱交来商約条款開列准駁大概電」
37） 同上、巻158、「呂海寰盛宣懐致外部日約十款言甘手辣如何抵制候示電」
38） 同上、巻158、「外部致呂海寰盛宣懐尊処擬駁日約各款極是電」
39） 前掲22、第35巻、「一三六　日清通商航海条約改訂談判ノ件」、312頁
40） 前掲36、巻163、「鄂督張之洞致外部日約応遵英約辦理餘款均次第斟酌電」
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牽制できれば、自開や約開はそれほど重要ではなかったのである。
　しかし、この張之洞の提案に対して、外務部は奉天省がまだ還付されていないので、急いで
開港したら思いかけない問題が生じる恐れがあると考え、商約大臣の呂海寰と盛宣懐に「暫く
安易に許可しないように」と命じた41）。外務部から見れば、張之洞の言った牽制は、上述の撤兵
条約に規定された条件と矛盾しており、恐らく撤兵妨害となる可能性があるので、東三省の開
港に対し慎重な姿勢を示したのである。そこで、張之洞の意見に明確に反対し、牽制路線によ
りロシアの撤兵を優先し、開港を先送りする方針を決めた。
　そして、清側が主張した自開に関して、日本側は「本委員ニ於テモ、開港場開市場ノ増設ハ、
必ス条約中ニ規定セサル可ラスト固執スルノ理ナシ、貴国ニ於テ自ラ之ヲ開クモ亦可ナリ、但
シ、須ラク一年若クハ二年ト一定ノ期限ヲ約シ、且ツ其地方モ亦内外商業有望ノ地ヲ択定スル
ヲ要ス、又貴国ニ於テ、自ラ之ヲ開クトスルモ其規則ハ必ス本委員ト協定スルヲ要ス」という
意見を示した42）。また、日本政府も同じ意見を示し、外務大臣小村寿太郎は「開港市ニ関スル件
ニ付テハ、清国委員ニ於テ強テ之ヲ条約中ニ規定スルコトヲ承諾セサウニ於テハ、公文ヲ以テ
清国政府カ自ラ之ヲ開放セントスル旨並ニ右開港市ノ規定ヲ定ムル場合ニハ、我ト協議スヘキ
旨ヲ言明セシムル」と指示した43）。
　要するに、日本側は自開を認めたが、開港の期限の約束や商業に適切な場所を選ぶことを条
件にした。特に、その開港場の章程や規則などについては必ず日本と協定するよう要求した。
つまり清側の自開の形式を認めたが、管理などの規定に関与する必要があると考えていた。
　一方、10月 8 日までのロシアの第 1期撤兵が実行され、清朝が抱えていた不安は一段落した。
外務部の外交が順調に進んでいたので、1903年 2 月に外務部は商約大臣に「各国は争って開港
場をたくさん増設したいが、その弊害は非常に大きい。自開のことを必ず堅持し、われわれの
権利を守る」と指示した44）。
　そして 3月に開港場について日本と交渉を行った際、清の代表は次のような意見を述べた。
清国カ勅令ヲ以テ自ラ或港市ヲ或期限内ニ開放スルコトニハ異議ナク、又右ノ趣ヲ公文ヲ
以テ照会スルコトニモ異議ナケレトモ、該開港市ニ関スル規則規定ノ場合ニ、日本政府ニ
協議スルコトハ、今現ニ存在スル秦皇島、三都澳、岳州等ノ自開口岸ニ関スル前例ヲ取調
41） 前掲36、巻163、「外部致張之洞奉省尚未帰還勿允大東溝開口岸電」
42） 前掲22、第35巻、「一三八　日清通商航海条約改訂談判ノ件」、318頁
43） 前掲22、第35巻、「一四五　日清通商航海条約改訂ノ件」、341頁
44） 前掲36、巻169、「外部致呂伍両使日索口岸預指四処応扼定自開電」
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ヘタル上ナラデハ、確答シ難シト雖モ、既ニ自開口岸ト云フ以上ハ、之ニ関スル規則ノ制
定ニ向ツテ、他国トノ協議ヲ約スル如キハ少シク撞着ヲ免カレサルカ如シ45）。
　このように、徹底的に自開することを求め、開港場の章程規定などに関する日本との協議を
断ることにした。
　そして、奉天と大東溝の件について、「満洲ニ於ケル一港一市開放ノ事ニ関シテハ、中央政府
モ両総督モ共ニ同意ナレトモ、今之ヲ実行スルニハ時機不可ナリ、適当ノ時機何時来ルベキヤ
ハ、未タ豫見シ難キモ、先ツ露国カ全然其兵ヲ撤退シ終ルコトヲ以テ、豫行条件ト考フ」とい
うように、外務部の指示に従い、東三省の開市開港をロシアの撤兵後に行う考えを示した46）。
　これに対して日本側は、まず開市開港の章程について日本と協議することが、条約に明記し
ない絶対条件であり、そうでなければ条約に開港の項目を挿入すると強く反発した。また、奉
天と大東溝の開市開港について、イギリス、アメリカ、日本は清朝の領土保全と門戸開放の方
針を主張しているので、「清国カ開市開港ヲ行ウニ対シ、露国難題ヲ持チ掛ケ、之ヲ困シムルニ
当リテハ、其行キ掛リ上ニ於テモ其主義上ニ於テモ、到底坐観傍視スルコト能ハサルヘキハ、
実ニ動カスベカラサル勢ナリト云ハサルベカラス、清国タルモノ徒ニ躊躇逡巡スルコトナク断
乎タル決心ヲ為シ以テ後患ヲ予防スルノ用意ナカルベカラス」と述べ、「今日之ヲ約スルト全然
撤兵ヲ為シタル後ニ於テスルト此間ニ寸毫ノ差異アルヘキニアラサルナリ」と強調している47）。
そして、 4月に日本側代表は、清朝側用に開港の照会文を作成した。
直隷省の北京、盛京省の奉天府、大東溝、湖南省の長沙府に、今日より一年以内に開港場
を増設する。各国の人の居住と貿易を許可する。すべての規定は日本と協議する。以上の
場所以外に、時機を選んで湖南省の常徳府、江西省の湖口、安徽省の安慶府、四川省の叙
州府を開港する。すべてのやり方は前述した場所と同様である48）。
　上述した日本の草案で規定された「 6ヶ月以内」を「一年以内」に変更したのは、一応清朝
側の「ロシアの撤兵後」という要求に応じて、1903年10月 8 日にロシアの撤兵が完了するはず
であるという予想から計算したとみられる。一方、上述のように、清朝は開港場の主権を握る
45） 前掲22、第36巻、第 2冊、「九〇七　開港開市問題ニ関シ清国委員ト内会議ノ要領報告ノ件」、41頁
46） 同上
47） 同上
48） 前掲36、巻170、「呂海寰伍廷芳致外部日索開口岸請俟加税後再辦電」
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ために、名実ともに自開を求めていたが、日本側はそれを認めず、開港場の章程規定に関して
は日本と協議することと規定した。つまり、この点に関して、日清双方の主張は依然として並
行していた。
　この照会文の内容に対して、清朝側の代表は、北京を削除すること、主権を守るために開港
場の章程規定について日本と協議することはできないという反対意見を述べた。一方、日本側
は、各国の要求によって開港すればロシアが干渉できないので、自開よりも中国にとって有利
であろうと反論した。
　そこで商約大臣は、外務部に開市開港の方法を二つに分けることを提案した。まず、奉天と
大東溝の開港はロシアを牽制する上で意味があると認めたが、「この二か所はもし自開でなけれ
ば、今の照会の形式にしても、将来実施する際、必ず声明することになる。そうなると恐らく
ロシアはそれを口実にして更に脅迫して、われわれを困らせる。もし日本側より開港要求の照
会をし、われわれがそれに従って開港すれば、ロシアに対して口実になる」と説明した。また、
ほかの場所に関して、清朝は自開の照会をするという方法を提案した49）。つまり、ロシアに対応
するために、日本政府から奉天と大東溝を開港してほしいという照会をもらったほうが有利で
あり、これは、言わば変形した約開である。ほかの場所に関しては清朝政府から自開の照会を
するという方策である。
　その提案に対して張之洞は、ロシアへの対策としてはよいが、将来、他国が日本の真似をし、
ほかの開港場を求める恐れがあると考えていた。そこでロシアと他国両方への対応策として、
張之洞は「日本が別の利益を与えてくれれば、奉天と大東溝の開市開港を許可するというよう
に日本側代表と相談しよう」という意見を示した50）。中国への不利は最小限に抑えようとしたの
である。
　日清の交渉は互いに妥協すると同時に、双方が主張を守りながら進んだ。日本側は自開の形
式を認めたが、開港の規定という本質の部分で清朝側と争った。また、東三省の開市開港に関
し、日本側は門戸開放政策を口実に清朝側を説得させようとしたが、清朝側はロシアの撤兵後
のことを考慮しながら日本を利用しようと考えていた。しかし、ロシアが1903年 4 月 8 日の第
二期の撤兵を実施しなかったため、東三省の問題は更に複雑化した。
49） 同上
50） 前掲36、巻170、「䬊総張之洞致呂盛両使日索開九府口岸請向日使切商電」
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5 　米中改定通商条約と東三省の開市開港
　上述のように清朝は日本と条約協議を行うと同時に、1902年 6 月からはアメリカとも条約協
議を行った。アメリカの全権代表はアメリカ駐清公使コンゴー（Edwin H. Conger）、駐上海
総領事グッドナー（John Goodnow）及び商界代表シーモン（John F. Seaman）であった。
　協議はアメリカ側が提出した草案に沿って進められた。アメリカ側は開港場の増設を考えて
いたが、草案にそれに関する規定はなかった51）。 9 月に清朝側代表の変動があり、盛宣懐と劉坤
一は服喪と病気の理由で商談から外され、その代わりに駐米公使の伍廷芳を帰国させ商約大臣
に、直隷総督袁世凱が督辦商約大臣に任命された。日清交渉は継続されたが、アメリカ代表は
この人事異動とアメリカ政府の指示を待つという理由で協議を一時中断してほしいと要求し
た52）。
　協議は1903年 2 月末に再開されたが、3月17日にアメリカ側は新しい草案を提出した。この
新草案に「中国政府は直隷省の北京、盛京省の奉天府、大孤山を開港し、そこでの外国人の居
住を認め、すでに開港した開港場と同様であることを許可すべきである」という内容が追加さ
れた53）。これは上述した日本の草案に影響されたと考えられる。また 2月以降、アメリカ駐営口
領事が、東三省の貿易状況やロシア勢力の拡大などについて公使のコンゴーに報告したため54）、
ロシア撤兵後の東三省における利益が、日本および同盟国のイギリスに取られることを警戒し
はじめたといえよう。
　こうして、日米の動きがロシアに刺激を与えたこと、元々ロシア内部で撤兵に反対する意見
があったことのため、1903年 4 月 8 日を期限とした第 2期の撤兵は実行されなかった。期限を
10日過ぎた 4 月18日、駐清ロシア代理公使プランソン（Planson）が外務部に対して、 7か条
の新しい要求を提出した。この 7か条には、東北からさらに蒙古まで含め、どのような権益を
もロシア以外の国には与えまいとする姿勢が現れており、アメリカの門戸開放の政策に真っ向
から反対するものであった。とくに、日米をはじめ各国の東三省への進出を防ぐため、7か条
の中に、清朝はロシアへの予告なしに、東三省で新たに開市開港を行ってはならず、また外国
51） 中国近代経済史資料叢刊編輯委員会主編『辛丑和約訂立以後的商約談判』、中華書局、1994年、148‒157
頁
52） 崔志海「試論中美『通商行船続定条約』」『近代史研究』2001年第 5期
53） 前掲51、168頁
54） U.S. State Department, Papers Relating to the Foreign Relations of the United States, 1903 （Washington: 
U.S. Government Printing House, 1904） p.48‒53.
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領事の駐在を許してはならないという内容が含まれていた。
　アメリカと日本は、ロシアに抗議しながら、外務部に対してロシアの要求を拒絶するよう勧
告した。また、上海での拒俄大会をはじめ国内の拒俄運動が進展し、清朝政府に圧力をかけた。
4月27日に外務部は、ロシアの駐清公使に照会文を提出し、ロシアの要求が「中国の主権を妨
害する」と抗議し、7か条を拒否した55）。 4 月29日にプランソンは外務部を訪問し、東三省開港
問題を含む 7か条の一部を是非とも承諾してほしいと要求した。それに対して奕䎬は、東三省
の開港について、将来、商業の発達の状況によって適当な場所を開く必要があり、また開港す
る以上、各国の領事を駐在させなければならないと述べ、これは「中国の主権に属するもので
ある」と論じた56）。このように外務部は、国内外の要求をうけて、比較的早い段階でロシアの 7
か条の要求を強く断ったが、ロシアの撤兵は中止されたままであった。ロシアの撤兵不履行は
東三省の開市開港の問題をさらに複雑化させた。
　アメリカ側による東三省開港の要求に対して、清朝側は元々日本と同じように照会の形式で
対応する予定であったが、ロシアの動きを警戒したアメリカは新しい要求を提出した。 4月29
日に、まず大孤山より大東溝のほうが開港の条件を備えているという理由で大東溝に変更する
こと、奉天と大東溝の開市開港の規定を必ず条約に明記することを要求した。商約大臣呂海寰
と伍廷芳は大東溝に変更することには反論しなかったが、条約に明記することについては、ロ
シアが撤兵してから自開すると反論した。しかし、アメリカ側代表は、東三省が開港すれば、
各国がロシアと対抗することができると説明し、もし明記すれば自開の章程に照らすことがで
きると条件を出した。呂、伍は、ロシアがそれをどううけとるか予想できないと述べた57）。
　同日、袁世凱は東三省の開市開港について「ロシアがすべて還付するまでは急いで議論しな
いほうがよい」という意見を述べた58）。つまり、外務部の以前の考えと同じであった。 4月30日、
袁世凱はその理由について「アメリカの要求に応じたら必ず日本に応じることなる。そうなる
とロシアに怒られるばかりではなく、各国がそれを援用し相次いで開港を求めてきたら応じら
れなくなる。日本とアメリカの要求を許可したらロシアを牽制できると言えるかもしれないが、
実は大きな利益はない」と説明し、「ロシアはまだ駐屯地を還付していないので、我々はすぐ開
55） 前掲22、第36巻、第 1冊、「一三一　露国要求ノ照会漢文並ニ外務部ニ於テ更ニ訳出シタル同照会文及外
務部ノ拒絶回答文写送付ノ件」、134頁
56） 前掲22、第36巻、第 1冊、「一三八　満洲問題ニ関シ慶親王ノ談話報告ノ件」、142頁
57） 前掲36、巻170、「呂海寰伍廷芳致外部美使索開盛京口岸堅請入約電」
58） 前掲36、巻170、「直督袁世凱致外部美使続開十六款参酌意見祈察奪電」
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港の議論をする権利はないが、将来的に必ず自開するとアメリカに説明しよう」と提案した59）。
袁世凱はアメリカ側が主張したような開港により牽制できるほどの利益はないと判断した。そ
れよりも各国の開港要求はもっと被害が大きいと心配していた。彼はロシアを利用してアメリ
カの要求を断り、ロシア撤兵後に自開することを強調した。袁世凱は門戸開放政策の牽制力に
疑問をもち、アメリカの開港要求に応じる価値がないと判断し、従来の外務部の撤兵・自開の
路線を支持した。
　外務部は袁世凱の意見をうけて、5月 1日に呂海寰と伍廷芳に次のような指示を出した。「以
前ロシア公使に、将来商務が盛んになったら、中国によって自開すると説明した。現在ロシア
はまだ完全に撤兵していないので、もし開市開港の条項を日本とアメリカとの条約に挿入する
ならば、ロシアに嫌みを感じさせ、ほかの面倒なことが起こる恐れがある。東三省の開市開港
に関して、中国が随時自ら行う旨をアメリカ側代表に伝えよう」と述べた60）。つまり、アメリカ
との条約に開市開港について明記することを拒絶した。
　 5 月 4 日、張之洞は外務部宛の電報で、「アメリカと日本の開港の要求を利用して、アメリ
カ、日本、イギリスに懇請し、ロシアに約束通りに撤兵させ、東三省を還付するよう説得して
もらう。東三省が還付されるならば、開港を簡単に行うことができるであろう」と述べた61）。こ
こで張之洞は、やはりイギリス、日本、アメリカの力に頼ってロシアに説得してもらう考えを
持っている。東三省の開港について、以前、急いで開港したほうがよいと言っていたが、この
時期においては、撤兵してから自開するという外務部の方針と一致するようになった。彼はア
メリカの草案を読んだとき、「アメリカは平素温厚であるが、今回はとても悪辣である」と述
べ62）、機に乗じて、利益を得るアメリカへの不満を漏した。
　 5月 8日、清国駐米公使の梁誠はアメリカの国務部から得た情報を外務部に報告した。アメ
リカの駐露公使によると、ロシア政府は次のような説明を行った。ロシアは東三省での開港を
禁止するようなアメリカの商務を妨害する考えは全くない。また、最近清朝に送ったのは地方
善後章程であり、東三省とは全く関係はない、と。つまりロシアはアメリカに対して、7か条
の内容を否認し、アメリカとの直接対決を避けようとしたのである。これについて梁誠は、「ア
メリカは確かにロシアを阻止する意思がある。もしイギリスと日本が協力してくれるならば、
ロシアは勇猛であるものの、諸国を怒らせむやみに利益を貪ることはできないだろう」と分析
59） 前掲36、巻170、「直督袁世凱致外部東三省口岸未可軽許添開電」
60） 前掲33、「外務部発商約大臣呂海寰伍廷芳電、東三省開埠與否由中国自辨」、光緒29年 4月 5日、3506頁
61） 前掲36、巻171、「鄂督張之洞致外部俄人要我東省不許可添口岸断不可允電」
62） 同上、巻171、「鄂督張之洞致外部美約十六款太老辣請呂伍相機辯論電」
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した63）。彼は同じ日に袁世凱に書いた手紙の中で、「もし急いで英、日、米の三国と協力してロ
シアに徹底的に抵抗しなければ、万が一の場合、ロシアの真似をする国が相次いて出てきて、
全体の情勢が危うくなるだろう」と述べ、英、日、米に協力してもらう必要性を強調した64）。
　一方、5月10日に呂、伍は、アメリカ側と交渉したところ、梁誠と同じようなことを言われ
た。つまり、ロシア政府はアメリカ政府に対し、東三省の開港に最初から反対していないと声
明した。そこでアメリカ側代表は、この機会を利用し、条約に明記して開港すれば自開より有
利であり、自開の開港章程に従うか別の開港場のものにするか、そのときまた決めればよいと
提案した。呂、伍は、これはロシアの詐欺であると推測したが、まず外務部よりロシア公使に
確認し、もし阻止しないという答えを得たならば、この機会を利用して、「すぐ自開する詔書を
下す。これで主権を失うこともないし、東三省の保全もできる」と提案した65）。
　これに対して、5月10日に袁世凱はまた外務部に電報を打ち、東三省の件について意見を述
べた。
東三省の開市開港はロシアを牽制するのに有利であるが、条約で規定したならば、以後各
国はそれを援用し、10か所を開いても対応しきれないであろう。アメリカ側は、条約で開
港すればロシアと還付の交渉ができると言っているが、恐らくそのような利益はない。た
とえば、営口はすでに開港しているのに、ロシアが撤兵しないことに対して各国は対応策
がない。まして新しい開港場はいうまでもないであろう。呂海寰と伍廷芳が提出した、ま
ず外国の公使に確認してから自開の詔書を下すという提案は慎重な方法であり、もしロシ
ア公使の返事が違うならば、それを理由としてアメリカの要求を断ることができる66）。
　ここで、袁世凱は再びアメリカの論点を指摘し、東三省の約開の危険性を強調した。また、
ロシアの態度に従って自開かアメリカを拒絶するかを選ぶと提案した。
　そして、5月14日、呂海寰と伍廷芳は、なぜアメリカは営口での不撤兵についてロシアと交
渉しないのかということについて、アメリカ側代表が、「営口はすでに開港場となっているの
で、たとえロシアが撤兵しなくても、各国は従来通り通商しているのである。これが新設の開
63） 梁誠「外務部信稿簿（其一）」第三号、光緒29年 4月12日、ハーバード大学燕京図書館所蔵『梁誠致外部
函稿』所収
64） 同上、「書啓簿一」、「致北洋大臣袁」
65） 前掲36、巻171、「呂海寰伍廷芳致外部美使謂俄不阻開東省口岸電」
66） 同上、巻171、「直督袁世凱致外部東省口岸請先詢俄美再宣諭自開電」
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港場の状況とは違う」と答えたと、外務部に電報で報告した67）。
　このアメリカの答えに対して袁世凱は「アメリカはすでに開港したところを助けられないの
に、まだ開港していないところをどうやって助けるのか。ロシアはまだ土地を還付していない
が、各国は従来通り通商をしているので、もしわれわれが開港場の増設を許可したらロシアは
通商を認めてくれるはずである。そこでアメリカは必ず高見の見物をするだろう。よって開港
は還付とは関係がないことがわかる。だだし、将来東三省で開港場が増設されたら、ロシアは
少し遠慮するであろう」と反論した68）。袁世凱は相変わらずアメリカの論理を指摘し、東三省で
の約開はロシアの撤兵とあまり関係なく、あまり利益がないと断言したのである。
　 5月15日に外務部は、袁世凱の意見に従って呂海寰と伍廷芳に「返還後、自開し、条文に明
記しないこと」を命令した69）。そして、5月20日にアメリカ公使コンゴーは外務部へ照会文を出
し、条文に明記できない理由を尋ねた。24日、外務部は「東三省の開市開港のことは将来中国
が自身で行う。今は明記できない」という照会文を出したところ、コンゴーは、この答えは簡
単すぎるので、本国へ報告するためにもっと詳しく答えてほしいと返答した。そこで、5月27
日、外務部はアメリカ公使コンゴーに再び照会文を出した。
以前ロシア公使から次のような照会を受けた。ロシア政府に前もって知らせないかぎり、
東三省で新しく開港し、そこに各国の領事を駐在させてはならない。それに対して、我々
は細かく論じていない。その後、ロシア公使と面談した際、次のことを伝えた。東三省地
域で将来開港し、各国に領事の設立を知らせる必要がある場合、中国は随時その状況を確
認し、自ら酌量して行う。中国政府は東三省での開市開港について商務などの状況をよく
検討する必要がある。将来、自ら開くので、いま条約に明記することはできない。アメリ
カの要求を拒むことではない70）。
　そして、6月 1日、コンゴーは外務部への書簡に次の内容を書いた。アメリカ政府の意見は
「もし中国が開港の条項を条約に明記することを望まず自開しようとすれば、すぐ諭旨を下し、
67） 同上、巻171、「呂海寰伍廷芳致外部擬乗東省開口邀美使向俄調停交地電」
68） 駱賓善、劉路生編『袁世凱全集』第11巻、「致外務部等電」光緒29年 4月18日、河南大学出版社、2013年、
159頁
69） 前掲33、「外務部発商約大臣呂海寰伍廷芳電、東三省口岸応俟交還後自開勿允加入約内」光緒29年 4月19
日、3520頁
70） 前掲33、「外務部発美使康格函、東三省未即開埠原由」光緒29年 5月 1日、3531頁
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開港場を布告するべきである」と、詔書を下すことを催促した71）。ここにきて、コンゴーの態度
は清政府の粘り強い交渉によって少し変わった。
　 6月 3日の駐米公使梁誠の報告書は、アメリカ側は方法を問わず開港すればいいという方針
を表明していると書いた。彼は「いまロシア人の気勢はまだ充分ではないし、アメリカと日本
は商務において激しく競争しており、東三省の人心はまだ固まっている。急いで大東溝などの
場所で通商させるべきである。各国は利益を均霑するので、共に引き分けの状態を守る。ロシ
ア人の権力独占により利益が偏ることは断じて許さない。公法における均勢の意を学び、外交
における自己保全の策を行う」と述べ72）、開港の必要性を強調した。
　そして、具体的な方法として、彼は三つを挙げた。
上策： これまでの秦皇島、澳三都の自開の例に従って詔書を下し、自開し、各国の公共租
界を設ける。我々はすべての権力を握ってコントロールする。
中策：アメリカと日本の開港の要求を許して条約に明記し、他の利益と交換する。
下策：別に照会を備え、どことどこを開港場にすると記す。条約中には記載しない73）。
　ここで梁誠は急いで自開することを上策であると認識し、開港によってロシアの撤兵を実現
させ、東三省を保全できると主張していた。彼はアメリカ政府の影響をうけて、自開を先に行
うべきだと考えていた。
　一方、6月よりアメリカとロシアはワシントンで会談し、ロシアは東三省の開港に反対しな
いと表明した。しかし、6月10日にロシア公使は再び奕䎬に 7か条を要求した。アメリカとロ
シアの間に挟まれ、清朝外交の限界が感じられた。
　張之洞は 7月 7日の電報で、「奉天、大孤山の二か所はすぐに許可してはならない。将来どの
ような場所を許可するかにかかわらず、章程や限界などのことはわれわれ自身で定め、巡捕も
われわれ自らが設けることを声明する。現在の開港場と同様のことには決して同意しない。も
し同意すれば主権を失う」と言い74）、東三省の開港を先送りする方針を示し、再度自開の重要性
を強調した。
71） 前掲33、「外務部収美使康格函、美政府不允東三省開埠通商事中止」光緒29年 5月 6日、3539頁
72） 前掲63、又第五号、光緒29年 5月 8日
73） 同上
74） 前掲33、「外務部収湖広総督張之洞函、附件、張之洞致商約大臣等電稿、応刪修美約各款」光緒29年閏 5
月13日、3582頁
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　そして、袁世凱は 7月 8日、外務部に「東三省はまだ全部還付されていないので、ほかの国
に開港の許可を与える権利はない。全部還付されてから我々が自開する。今は断じて条約に明
記することはできない、と交渉する。これによってアメリカはロシアに催促してくれる。また、
心配であるのは一国が数か所を要求し、他国がそれを真似たら、それに応じられないことであ
る。この条に関しては最も慎重にするべきである」と強調した75）。
　 7月20日、張、袁の意見に従って、外務部は再びコンゴーに覚書を手渡した。その中に清朝
政府には東三省で二か所を開港する意思があるが、「ロシア軍が完全に撤兵し、土地が還付され
てから、中国によって自開する」と書いてある76）。コンゴーがこの覚書を本国に報告したところ、
25日、アメリカ政府は「条約に明記する」ことを要求した77）。
　なぜアメリカ政府の態度はまた変わったのか。梁誠は報告書の中でその理由を書いている。
7月14日、ロシアはアメリカに「東三省の開港はロシアの願いであるが、租界の設立および現
在のロシアの権利を妨害することはできない」と声明した。これをうけてアメリカ政府は、も
し租界を設立しなければ、一般の条約に規定された開港と異なり、ロシアが問題を起こしたと
き、各国は租界がなければ公共保護の原則によってロシアに抵抗することはできないという理
由で、従来の考えを変えて、必ず条約に明記することを要求するようになった78）。米露の交渉は
清政府の退兵・自開の可能を阻止したのである。
　 7月28日、外務部は梁誠に電報で指示を出した。「奉天と大東溝の件については、すでに公使
コンガーに説明した。東三省のことは落ち着いてから中国による自開を行う。ただ、明記する
と妨害になるので現在は書けない状況である。米公使が証拠を求めるので、すでに覚書を送っ
た。公使の返事によると、アメリカ政府の意見はやはり条約に明記することである。覚書があ
る以上、明記することと同様である。アメリカ政府に条文に挿入する要求を取り下げるように
相談しよう」と指示し79）、東三省の開市開港の規定は条約に挿入できない状況をアメリカ政府に
訴え、引き続き自開の可能性を探った。
　アメリカ政府との相談の結果を、梁誠は 7月30日に電報で報告した。「開港の内容を今は明記
できないならば、中国政府よりコンガーに照会文を送る。10月 8 日に開港の条項を条約に明記
75） 前掲36、巻173、「直督袁世凱致外部東省俟全交後自開口岸此時不能入約電」
76） 前掲33、「外務部面遞美使康格節略」光緒29年閏 5月26日、3598頁
77） 同上、「外務部収美使康格函、俄国並未梗阻東三省開埠深盼将開埠辨法載入約章」光緒29年 6 月 2 日、
3609頁
78） 前掲63、第八号、光緒29年閏 5月27日
79） 羅香林『梁誠的出使美国』附録二「使美往来電報」、「外務部来電　光緒29年 6月 5日」、香港大学亜州研
究中心、1977年
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することを書き、署名で証拠とする。現在アメリカは明記することを要求していない。しかし、
改訂条約はすべての条項が揃ってから調印する」という妥協案であった80）。
　結局、アメリカ側は、「いま中国は自ら開港と言っているが、ロシアは必ず極力阻止し、中国
の言ったことを実現させない。たとえ無理をして開放しても随時閉鎖できる。自開の開港場は
条約に明記しなければ、中国は通商を中止する権限がある。もし後日、ロシアが中国を唆して
開港場を閉鎖させたら、アメリカは責めたくてもできない」と、自開がロシアに干渉されるこ
とを懸念した81）。そこで、条約に開港の内容を挿入し、10月 8 日のロシアの撤兵完了すべき日に
調印することになったのである。
　そこで、 8月 8 日に外務部はコンゴーに照会文を出した。「10月 8 日にロシアの駐兵がすべ
て撤退し、駐兵地が還付された後、二か所を中国自ら開港するという内容を条文に入れる。条
約の調印はその時に行う。なお、10月 8 日までにロシアの撤兵が完了されない場合、またアメ
リカ側と協議する」という内容であった82）。つまり、10月 8 日のロシアの撤兵次第で、開港する
かどうかを決めることになった。
　しかし、コンゴーはこの条件つきの照会文を不満に思い、 8 月12日に奕䎬に書簡を出した。
その大意は、清朝の要求に応じるためにアメリカ政府は東三省の開港を10月 8 日にすると要求
したので、それは合理的である。もし、14日夕方までに書面の返事が来なかったら、交渉の遅
れおよび失敗の可能性がある。その責任は全部慶親王にあるというものであった83）。 8 月13日に
圧力を受けた外務部はコンゴーに新たに照会文を出したが、その中で「なお、10月 8 日までに
ロシアの撤兵が完了されない場合、またアメリカ側と協議する」という一文は削除された84）。
　 8月17日、外務部は上海の商約大臣に、10月 8 日に奉天と大東溝の開港規定を条約に明記す
ることを通知した85）。そして、8月31日に清朝側は開港の規定について「中国政府は、盛京、大
東溝を中国自身で開港し通商する。外国人の居住と貿易を許可する。開港及び工部、巡捕の設
80） 同上、「至務部来電　光緒29年 6月 7日」
81） 前掲63、第九号、光緒29年 6月 9日。又は前掲33、「函陳與美外部辯論簽押商約及開埠入約案経過」、光
緒29年 7月18日、3666頁
82） 前掲33、「外務部致美使康格照会、盛京大東溝開為開埠載入商約内応俟俄兵全撤後辨理」光緒29年 6月16
日、3628頁
83） U.S. State Department, Papers Relating to the Foreign Relations of the United States, 1903 （Washington: 
U.S. Government Printing House, 1904） p.73.
84） 前掲33、「外務部致美使康格照会、俄兵撤退之日准将盛京大東溝間口岸列入商約」光緒29年 6 月21日、
3643頁
85） 前掲33、「外務部発商約大臣呂海寰等函、東三省開埠事必須入美約」光緒29年 6月25日、3647頁
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立などのすべてのことは、現在自開の岳州などの開港場と同様とする」という内容を決めた86）。
　一方、アメリカ側は大東溝より安東（丹東）のほうが条件的により良いという理由で、安東
県に変更したいと要求した。これに対して 9月11日外務部はコンゴーに「盛京と安東県は中国
によって自開する。10月 8 日に条約に明記する」という照会文を出した87）。
　その後、条文の書き方をめぐって双方の代表が議論を行い、その結果、「自開」を条文に明記
し、その譲歩として、すべての章程は両国の協議によって規定することになった。結局、米中
改定通商条約の第12款は次のような内容となった。
中国政府は本条約が批准交換された後、盛京省奉天府及び同省大東溝を自開し通商するこ
とを約す。同開港場における外国人居住のための適当な地域の選択並びに外国人の居住及
び貿易のために定める場所に関するすべての章程は米中両国政府の協議の上定めるべきで
ある。
　その共同協議に対して、清朝の商約大臣らは、「章程は共同協議となっているが、我々はその
権利を握っている。もし、妨害があればアメリカは調停できる」という考えを示した88）。
　一方、上述したように元々照会文の形式で合意した日本は、アメリカと同様に条約に挿入す
ることを要求した。そこで、日中改定通商条約に東三省の開市開港の内容は上記の米中改定通
商条約の記述と一致した。
　日米両国と一年以上交渉した結果、清国側が主張した撤兵・自開を実現できなかった。「共同
協議」という内容は主権を妨害する一面があるにもかかわらず、「自開」の文字を条約に挿入し
たことによって清国側の主権が強調されることになった。これまでの条約と大きな違いがあっ
た。
まとめ
　日清戦争以後、清朝は「瓜分」の危機と財政難を克服するため、1898年に自開商埠を行うよ
うになった。清朝にとって自開商埠は、単に経済的対策であったのみではなく、列強の更なる
主権干渉に対する防御策でもあった。この自開の政策は、戊戌変法が失敗した以降、20世紀に
入ってからも継続したが、より政治的性格が明確に示されていた。特に外交交渉の場で自開は
86） 前掲36、巻174、「呂盛伍三使致外部盛京大東溝開埠通商仿照岳州辦理電」
87） 前掲33、「外務部発美国康使函盛京及安東県開埠事仍俟届期列入商約」光緒29年 7月20日、3669頁
88） 前掲36、巻175、「呂盛伍三使致外部與美使商自開奉天商埠及改税則電」
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切り札としてよく利用されていた。
　アメリカは1899年と1900年の二回にわたって、門戸開放の政策を宣告した。通商上の機会均
等や中国の領土保全などの内容は、清朝の自開政策と一致するところがあった。言い換えれば、
清朝政府の自開政策は、当時の国際情勢に対応していた。しかし、列強の利益関係が一致しな
い場合、門戸開放政策は機能することができなかった。また、中国の主権尊重といいながら、
最初から門戸開放政策が清朝政府に通告されなかったことは、清朝の主権は、あくまで列強の
許容範囲においてのみ認められるものであったことを示している。これらの状況は清朝の官僚
や外交担当者の外交の可能性と限界を規定していた。
　上述したように、ロシアの撤兵をめぐる清露間の交渉段階において、張之洞は英、米、日の
関与を誘導するため、東三省のすべてを開放しようとした。しかし、列強の利益関係およびロ
シアの動向が不透明であったため、列強は張之洞に協力せず、清政府の態度は支持から反対へ
変わったことによって、東三省の開放案は廃案となってしまった。
　その後、日英同盟が締結され、清露間の撤兵条約に従ってロシアの撤兵が順調に進んだ頃、
日本は奉天と大東溝の開市開港を要求した。ロシアが撤兵するという前提で、日清両国は交渉
しながら清朝側の自開を認めたが、管理規則について日本が関与することになった。また、ロ
シアからの非難を避けるために、日本を利用し、東三省での自開を要請させようとした。
　その後、ロシアの撤兵不履行によって、アメリカとの交渉が複雑になった。アメリカは門戸
開放政策を掲げ、ロシアと対峙するために、奉天などを約開しようとした。清国側はその政策
の有効性に対し疑問を持ち、撤兵・自開の路線を貫いた。粘り強く交渉し、最終に条約の内容
は米清双方が譲歩した結果であった。
　以上、20世紀初頭に外務部が設立されて以降、義和団事件によって分散された外交機能は再
び中央に戻ってきたので、清朝外交の主体性が高まり、また主権保全というナショナリズムの
勃興などの中で、列強との交渉は双方が妥協しながら進めた側面が見られた。ゆえに、清末外
交は主体性に欠けて、妥協的、受身的、投降主義的だと一概にいえないだろう。
